
【報告事項】こどもの権利の周知・擁護について

１ これまでの主な議論（北海道こども施策審議会こども施策部会）

２ 国の主な動き
・ 学校や家庭での学習を念頭に、こども基本法の理念や内容について、小・中・高等学校のこど
もや教員に分かりやすく伝える教育コンテンツを作成予定（R6年度～）

・ 全国の自治体に対し、相談救済機関の設置・運営状況等の調査を開始（R6.11月～）

・ 全国行政苦情救済・オンブズマン制度連絡会でこどものオンブズパーソンについて情報交換
（R6.12.6）

３ 道における今後の対応（案）
○ これまでのこども施策部会や議会における議論、また、現在の国の動向等を踏まえ、こどもの権

利の周知及び擁護に係る道のあり方などについて、こども施策審議会において、引き続き議論を継
続していくこととする。

○ また、こうした議論の状況等については、適宜、各部会と情報共有を行う。

項 目 内 容

権利の周知
･一般の保護者でこどもの権利について知っている人はほぼいない
･こどもが分かりやすい周知をすべき

権利の擁護

･LINE相談等の窓口だと道が何かできるかもしれない
･道内津々浦々できめ細やかに（道自身が）相談に応じるよりは、まずは権
利や相談機関の周知を図るべき
･札幌市の子どもアシストセンターの取組も参考としてはどうか
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第３ こども施策に関する重要事項
１ ライフステージを通した重要事項
（１）こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等

全てのこども・若者に対して、こども基本法の趣旨や内容について理解を深めるための情報提供や啓発を行うとともに、こどもの
権利条約の認知度を把握しつつその趣旨や内容についての普及啓発に民間団体等と連携して取り組むことにより、自らが権利の主体
であることを広く周知する。こどもの教育、養育の場においてこどもが自らの権利について学び、自らを守る方法や、困難を抱える
時に助けを求め、回復する方法を学べるよう、こどもの権利に関する理解促進や人権教育を推進する。（略）

保護者や教職員、幼児教育・保育や青少年教育に携わる者などこどもや若者の健やかな育ちや子育て当事者の支援に携わるおとな
への情報提供や研修等を推進し、また、広く社会に対しても、こども基本法やこどもの権利条約の趣旨や内容について広く情報発信
を行うことにより、こども・若者が権利の主体であることを広く社会全体に周知する。

こどもの権利が侵害された場合の救済機関として、地方公共団体が設置するオンブズパーソン等の相談救済機関の実態把握や事例
の周知を行い、取組を後押しする。

Ⅱ こども施策に関する重要事項
１ ライフステージを通した重要事項
（１）こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等

（こども・若者の権利に関する普及啓発）
こども・若者向けの普及啓発については、（略）こども基本法のパンフレット（やさしい版）をイベント等で配布し、こども基本法に

関る動画（やさしい版）をこども家庭庁HPに公表することで、こども基本法及びこどもの権利条約について広く発信する。（略）また、
学校や家庭での学習を念頭に、こども基本法の理念や内容について、小・中・高等学校のこどもや教員に分かりやすく伝える教育コンテ
ンツを文部科学省等と連携しながら、作成・周知する。【こども家庭庁、文部科学省、関係省庁】

保護者や教職員（略）などこどもや若者の健やかな育ちや子育て当事者の支援に携わるおとなには、（略）研修などを通じて、こども
基本法やこどもの権利条約の趣旨や内容、こども・若者が権利の主体であることについて周知を図っていく。【こども家庭庁】（略）

（こどもの権利が侵害された場合の救済）
地方公共団体が設置するオンブズパーソン等を含め、国内外の相談救済機関の事例に関する調査研究を行い、調査研究結果を踏まえて、

事例の周知を図り、取組を後押しする。【こども家庭庁】
「全国行政苦情救済・オンブズマン制度連絡会」等を開催し、地方公共団体が設置するオンブズパーソン等の相談救済機関が、相互に

取組実態や事例について、情報交換を行う場を設ける。【総務省】

（参考）こども大綱・こどもまんなか実行計画2024

こども大綱（令和５年12月22日閣議決定）

こどもまんなか実行計画2024（令和６年５月）


